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要旨：RC から PC までの復元力特性を統一的に評価可能なモデルを用いた地震応答パラメータ解析を行い，

この解析結果との適合性が高い平均減衰の推定式を提案した。さらに，鋼材係数比，機構時における柱の降

伏ヒンジの割合を要因とするキ型骨組のパラメータ解析を行い，汎用性の高い PC 骨組の復元力特性モデルを

提案した。最後に，このモデルを用いた PC 建物の耐震設計例を示した。 

キーワード：プレストレストコンクリート骨組，復元力特性モデル，平均減衰，等価線形化法 

 

1.1.1.1.    はじめにはじめにはじめにはじめに    

PC 部材の復元力特性は，PC 鋼材と普通鉄筋の割合や

プレストレスレベルの設定によって大きく異なるため，

PC 骨組の減衰を正確に推定するためには，PC 部材から

RC 部材までを統一的に表現可能な復元力特性モデルが

必要となる。この要件を満たすモデルについては，浜原，

尹により提案されている(以後，浜原・尹モデルと略称）
1)。このモデルの実験結果に対する適合性は，現在まで

に提案されている PC 部材の復元力特性モデルの中でも

最も高いことが示されている 2)。しかし，このモデルは，

履歴初期の S 字傾向が変形の増加に伴い徐々に鈍化する

という PC 特有の履歴性状を十分に再現できてないとい

う問題点を有している 3)。大川らはこのモデルに対して

修正を行い（以後，修正モデルと略称），上述の問題点

を解消した 4)。 

RC 骨組は，柱，梁共に RC であるため，曲げが卓越

する骨組の履歴性状は降伏機構によらず紡錘型を示す。

そのため，骨組の減衰を算出する方法に部材の復元力特

性の考え方を用いることができる。しかし，PC 骨組は

柱をRC，梁をPCとした混合構造とすることが一般的で

あるため，降伏機構の違いにより，骨組の履歴性状が大

きく異なってくる。このことから，PC 骨組では降伏機

構を考慮した減衰の評価方法が必要となる。 

構造物の安全性は，全体降伏機構の方が層降伏機構よ

り高いことが広く知られている。しかし，建築基準法施

行令に降伏機構の種類を限定する規定はなく，多くの建

物で，梁端部のみならず柱にも降伏ヒンジが形成される

ような設計が行われる。さらに，PC 構造物は，長期荷

重による曲げに対して多量の PC 鋼材が配置されている

ため，全体降伏機構となることを要求すると柱の設計は

極めて困難となることが知られている。このようなこと

から，本研究では柱降伏型から梁降伏型までの想定し得

るすべての降伏機構を検討対象とする。 

本論文では，上述の修正モデルを用いた地震応答解析

を行い，平均減衰の推定式の提案を行う。さらに，この

モデルを用いた PC 骨組のフレーム解析を行い，その結

果を基に PC 骨組の等価線形化の方法を提案するもので

ある。最後に，設計例によってこの方法の実建物への適

用性を確認する。 

 

2.2.2.2.    解析に用いた部材の復元力特性モデル解析に用いた部材の復元力特性モデル解析に用いた部材の復元力特性モデル解析に用いた部材の復元力特性モデル    

修正モデルのスケルトンカーブは，図図図図－－－－1(a)1(a)1(a)1(a)～～～～(c)(c)(c)(c)中

の破線で示すようにトリリニア型に設定されている。履

歴ループ(図図図図－－－－1(1(1(1(cccc)))))については，紡錘型のモデルⅠ(図図図図

－－－－1(a)1(a)1(a)1(a))と S 字型のモデルⅡ(図図図図－－－－1(b)1(b)1(b)1(b))を一次結合する

ことにより，PC 部材の多様な履歴性状を統一的に再現

できるようになっている。詳細については以降に示す。 

スケルトンカーブスケルトンカーブスケルトンカーブスケルトンカーブ 図図図図－－－－1111 中破線に示すようにひび割

れ点と降伏点を特異点とするトリリニア型とし，初期剛

性(Ke)は弾性梁理論，ひび割れモーメント(Mcr)は PC 規

準式で評価する。降伏モーメントは終局モーメントの

90%の値とする。 

終局モーメント Mu は式式式式(1)(1)(1)(1)で与える。 
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ここに，Tpy : PC 鋼材の降伏荷重 Try : 鉄筋の降伏荷重 

dp : PC 鋼材の有効せい dr : 鉄筋の有効せい 

N : 軸方向力 D : 部材せい b : 部材幅 

σB : コンクリート圧縮強度 
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図図図図－－－－１１１１    部材モデルの概要部材モデルの概要部材モデルの概要部材モデルの概要 
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降伏部材角 Ry は式式式式(2)(2)(2)(2)による。 

( )eyyy KαMR ⋅=  (2) 

ここに，My : 降伏モーメント = 0.9･Mu 

αy : 降伏剛性低下率 Ke : 初期剛性 

降伏剛性低下率 αy を式式式式(3)(3)(3)(3)で与える 5)。 
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ここに，pg : PC 鋼材の鉄筋比 pt : 引張鉄筋比 

η0 : 軸力比 =N/(b･D･σB)  a : せん断スパン 

n,ns : 鉄筋，PC 鋼材のヤング係数比 

dg : 圧縮縁から PC 鋼材の重心までの距離 

D : 部材せい dr : 鉄筋の有効せい 

第二剛性はひび割れ点と降伏点を結ぶ直線の勾配とし，

第三剛性は初期剛性の 1/103 とした。 

履歴ループ履歴ループ履歴ループ履歴ループ PC 部材の復元力特性は紡錘型のモデル

Ⅰと S 字型のモデルⅡをパラメータ α を用いて一次結合

することによって与える 1)。 
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ここに，M1，M2 : モデルⅠ,モデルⅡの曲げモーメント 

qr : 普通鉄筋の鋼材係数 = at･σry/(b･D･σB) 

ηg : プレストレスレベル = ΣPe/(b･D･σB) 

η0 : 軸力比 =N/(b･D･σB)   

μ : 塑性率= Rmax/Ry ただし，μ < 1 のとき，μ = 1 

Rmax : 正負最大変位の平均 

モデルⅠモデルⅠモデルⅠモデルⅠ    モデルⅠはピーク点を指向する剛性低下

型の履歴ループによって構成されている。このモデルの

除荷曲線の勾配(Kp)は初期剛性(Ke)と正負ピーク点を結

んだ直線の勾配( K )と除荷勾配のパラメータ r を用いて

式式式式(6)(6)(6)(6)で与える 5)。 

( ) KrKrK ep ⋅−+⋅= 1  (6) 

yrr αμar ⋅⋅=   (7)  

ここに，μr = Rmax/Ry ただし，μr > 1 のときは，μr = 1 

ar = a/(4D) ただし，ar > 1 のときは，ar = 1 

αy : 降伏剛性低下率 

モデルⅡモデルⅡモデルⅡモデルⅡ    モデルⅡの第一剛性は式式式式(8)(8)(8)(8)で与えており，

折れ曲がり点はひび割れモーメントに設定している 4)。

第二剛性は折れ曲がり点とピーク点を結ぶ直線の勾配と

なっている。 
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ここに，μ = Rmax/Ry ただし，μ < 1 のときは，μ = 1 

Ke : 初期剛性  αy : 降伏剛性低下率 

 

3.3.3.3.    平平平平均減衰に関する検討均減衰に関する検討均減衰に関する検討均減衰に関する検討    

3.13.13.13.1    地震応答解析地震応答解析地震応答解析地震応答解析    

地震応答解析には，日本建築センター模擬波（最大加

速度 207gal）を用い，Newmark β 法(β=1/6)により解析

を行い，式式式式(9)(9)(9)(9)に示す平均減衰 hs を求めた。初期減衰は

5%に設定した。 
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ここに， 0y&&  : 地動加速度 y&  : 建物の速度 

ωe : 等価角振動数 

解析に際し，総質量を 1000ton とし，表表表表－－－－1111 の解析要因

を組み合わせた 1620 ケースについて実施した。 

図図図図－－－－2222 は表表表表－－－－1111 の解析要因のうちプレストレスレベル

ηg を 0.2 に固定し，普通鉄筋の鋼材係数 qr を 0～0.2 まで

変動させた時の履歴ループを示したものである。これら

の図より普通鉄筋の鋼材係数qrが大きいものほど，履歴

ループの面積が増加し，これに伴い最大応答変位が減少

していることが分かる。 

表表表表－－－－1111    解析要因と水準解析要因と水準解析要因と水準解析要因と水準    

解析要因 水準 

降伏震度 (Qy/W) 0.2，0.3，0.4，0.5 

初期周期(T1) 0.2，0.4，0.6 

降伏周期(T2) /初期周期(T1) 2,3,2  

ひび割れ荷重(Qcr) /降伏荷重(Qy) 0.3，0.4，0.5 

普通鉄筋の鋼材係数(qr) 0，0.1，0.2，0.3 

プレストレスレベル(ηg) 0，0.1，0.2，0.3 
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図図図図－－－－2222    応答解析の履歴ループ応答解析の履歴ループ応答解析の履歴ループ応答解析の履歴ループ    
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3.2 3.2 3.2 3.2 平均減衰の推定式の提案平均減衰の推定式の提案平均減衰の推定式の提案平均減衰の推定式の提案    

平均減衰の推定式を式式式式(10)(10)(10)(10)に示す。その際の α につい

ては式式式式(11)(11)(11)(11)，β については式式式式(12)(12)(12)(12)によって算出する。本

推定式は，PC 部材の諸元である普通鉄筋の鋼材係数と

プレストレスレベルを用いることで，地震応答解析を行

わず平均減衰を算出することを可能とした式である。 
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( ) ( )grgr ηqμηqμα +⋅+⋅= 2
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( )124.1 TTrβ ⋅=  (12) 

ここに，μcr = ひび割れ時の変形量/降伏時の変形量 

T1，T2 : 初期周期，降伏周期  h0 : 初期減衰 

μ : 塑性率  r : 除荷勾配のパラメータ 

qr : 普通鉄筋の鋼材係数 

ηg : プレストレスレベル 

図図図図－－－－3333 は地震応答解析より求まる平均減衰と推定式か

ら求まる平均減衰を比較したものである。相関係数は

0.974 となっており，応答解析より求まる値（解析値）

と推定式による値（推定値）は，高い相関性を示して

いる。この結果より，提案式を用いることで，地震応

答解析を行うことなく，平均減衰を推定することが可

能であることが分かる。 

 

4.4.4.4.    正負繰り返し水平力を受ける正負繰り返し水平力を受ける正負繰り返し水平力を受ける正負繰り返し水平力を受ける PCPCPCPC 骨組の弾塑性解析骨組の弾塑性解析骨組の弾塑性解析骨組の弾塑性解析    

4.14.14.14.1    解析概要解析概要解析概要解析概要    

解析に用いた骨組は，図図図図－－－－4444 に示すように柱を RC，

梁を PC とし，階高 4m，スパン 18m の 6 層無限均等

ラーメンの中柱を想定したキ型フレームとした。解析

に際し，部材モデルには修正モデルを用い，剛性マト

リクスは材端バネ法により算定した。軸力と建物荷重

は単位面積重量を 12kN/m2 として算定した。骨組は，表表表表

－－－－2222 に示すサイクル毎に設定した変位を代表変形の振幅

とし，おのおのの変位振幅で正負 2 回ずつの交番漸増解

析を行った。骨組の代表変形は式式式式(13)(13)(13)(13)で与えられる。 

∑ ⋅
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um
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ここに，mi : 各階の質量   ui : 各階の水平変位 

4.24.24.24.2    解析要因および水準解析要因および水準解析要因および水準解析要因および水準    

解析要因は，機構時における①柱頭ヒンジの層と柱脚

ヒンジの層(図－図－図－図－4444)，②柱降伏ヒンジ率(式式式式(14)(14)(14)(14))，③梁

の鋼材係数比(式式式式(15)(15)(15)(15))とし，132 ケースについて行っ

た。 

機構時の全ヒンジ数

機構時の柱のヒンジ数
=ν  (14) 

の和鋼材と主筋の降伏荷重引張側

鋼材の降伏荷重引張側

PC

PC
=pλ   (15) 

解析要因の水準は表表表表－－－－3333，解析に用いたモデル骨組の

断面諸元，材料諸元を表表表表－－－－4444，表表表表－－－－5555 に示す。 
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図図図図－－－－3333    平均減衰の相関平均減衰の相関平均減衰の相関平均減衰の相関    

表表表表－－－－2222    制御変位制御変位制御変位制御変位    

サイクル 1 2 3 4 5 6 7 

変位(mm) 50 100 200 400 600 800 1200 

表表表表－－－－3333    解析要因解析要因解析要因解析要因    

解析要因 水準 

柱頭，柱脚ヒンジの層 1，2，3，4，5，6 

柱降伏ヒンジ率(ν) 0，1/6，1/5，1/4，1/3，1/2，1 

鋼材係数比(λp) 0，0.2，0.4，0.6，0.8，1 

表表表表－－－－4444    断面諸元断面諸元断面諸元断面諸元    

部材 b(mm) D(mm) dr(mm) dp(mm) 

梁 750 1200 1140 840 

柱 1000 1000 940 --- 

(共通因子)階高:4m，スパン:18m，柱支配面積:6m×スパン，単

位面積重量:12kN/m2 

表表表表－－－－5555    材料諸元材料諸元材料諸元材料諸元((((N/mmN/mmN/mmN/mm2222))))    

コンクリート 普通鉄筋 PC 鋼材 

σB Ec σry Es σpy Ep 

36 26000 380 205000 1600 205000 

 

階高=4m 

スパン=18m 

図図図図－－－－4444    キ型フレームモデルキ型フレームモデルキ型フレームモデルキ型フレームモデルと柱頭と柱頭と柱頭と柱頭，柱脚ヒンジの層，柱脚ヒンジの層，柱脚ヒンジの層，柱脚ヒンジの層 

柱頭ヒンジの層=3 

柱脚ヒンジの層=2 
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5555. . . . 骨組の復元力特性モデルの提案骨組の復元力特性モデルの提案骨組の復元力特性モデルの提案骨組の復元力特性モデルの提案    

5.1 5.1 5.1 5.1 骨組モデルの概要骨組モデルの概要骨組モデルの概要骨組モデルの概要    

3 節で示した平均減衰の推定式は，スケルトンカーブ

の特異点，モデルⅠの除荷曲線の勾配を規定するパラメ

ータ r，モデルⅠとモデルⅡの寄与の割合であるパラメ

ータ α を用いることで，平均減衰を精度よく算出するこ

とが可能な式である。そこで，提案を行う骨組の復元力

特性モデルについても，部材モデルと同様にトリリニア

型のスケルトンカーブ，紡錘型の履歴モデルと S 字型の

履歴モデルの和で表される履歴ループで構成することに

より，骨組の平均減衰を算定することが可能となる。以

下に詳細を述べる。 

スケルトンカーブのモデル化スケルトンカーブのモデル化スケルトンカーブのモデル化スケルトンカーブのモデル化 スケルトンカーブは，

図図図図－－－－5555に示すようにトリリニア型とし，初期剛性(Ke)は 1

方向漸増載荷解析の結果を用い，降伏点は機構時荷重の

90%に達したときの荷重と変形で評価する。第一折れ曲

がり点は 1 方向漸増載荷解析結果から求まる降伏点に達

するまでの変形エネルギーに等しくなる位置に設定した。

これより，第一折れ曲がり点でのせん断力(Qcr)は式式式式(16)(16)(16)(16)

により求まる。 

( ) ( )eyyyyycr KQDDQAQ −⋅−⋅= 2  (16) 

ここに，Ay : 降伏点に達するまでの変形エネルギー 

Ke : 初期剛性 Qy : 降伏荷重 Dy : 降伏変形 

rrrr，，，，ααααの評価方法の評価方法の評価方法の評価方法    モデルⅠの除荷曲線の勾配のパラ

メータ r と骨組のモデルⅠとモデルⅡの寄与の割合であ

るパラメータ α の評価方法を以下に示す。r は式式式式(17)(17)(17)(17)に

示すように機構時にヒンジが形成された部材の除荷勾配

のパラメータ(μri･αyi)を降伏モーメント(Myi)により重み

付け平均し，降伏ヒンジが発生する層に関する補正をす

ることによって求める。αは ηgと qrを要因とし，骨組の

塑性率(μ)を用いることで式式式式(18)(18)(18)(18)より算出する。ηg と qr

は式式式式(19)(19)(19)(19)，式式式式(20)(20)(20)(20)に示すように，それぞれ機構時にお

いてヒンジが形成された部材のプレストレスレベル(ηgi)，

引張鉄筋の鋼材係数(qri)を，その降伏モーメント(Myi)に

より重み付け平均することにより求める。  









⋅+⋅

∑

∑ ⋅⋅
=

H

h
ν

M

Mαμ
r B

yi

yiyiri
1  (17) 

( ) ( )grgr ηqμηqμα +⋅+⋅= 2
 (18) 

∑⋅∑= yiyigig MMηη  (19) 

∑⋅∑⋅= yiyirir MMqq
2

1
 (20) 

ここに，i : ヒンジが発生した部材番号 H : 建物高さ 

ν : 柱降伏ヒンジ率 hB : 最も低いヒンジの高さ 

以上のように，トリリニア型スケルトンカーブ，r と

α を規定することで，式式式式(10)(10)(10)(10)を用いて骨組の平均減衰を

推定することが可能となる。 

5.2 5.2 5.2 5.2 骨組モデルの検討骨組モデルの検討骨組モデルの検討骨組モデルの検討    

荷重－変形関係，等価粘性減衰定数および残留変形率

について，フレーム解析から求まる結果と提案の骨組モ

デルより求まる結果の比較検討を行う。 

履歴性状履歴性状履歴性状履歴性状 表表表表－－－－6666は，λp=1(梁を純 PC)の骨組のベース

シア－代表変形に関する塑性率関係について，柱降伏ヒ

ンジ率をパラメータとし，フレーム解析結果と骨組モデ

ルによる結果を比較したものである。表表表表－－－－6666 より，以下

のことが指摘できる。 

Ke 

Qu 

Qy 

Qcr 

Dy 

トリリニア型 

  1 方向漸増載荷解析 

Qb 

図図図図－－－－5555    スケルトンカーブスケルトンカーブスケルトンカーブスケルトンカーブ    

Db 

表表表表－－－－6666    履歴性状の比較（履歴性状の比較（履歴性状の比較（履歴性状の比較（λλλλpppp＝＝＝＝1111））））    

 ν=1(柱降伏型) ν=1/3(柱梁混合型) ν=0(梁降伏型) 

フレーム 

解析 
   

骨組モデル    
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1) ν=1(柱降伏型)の骨組の履歴性状はエネルギー消費

能力に富んだ紡錘型の履歴を示しており，骨組モデルに

よって精度よく推定できている。 

2) ν=0(梁降伏型)の骨組の履歴性状は原点復帰傾向の

強い S 字型の履歴を示している。このような PC 骨組特

有の履歴性状についても骨組モデルは精度よく再現でき

ていることがわかる。 

等価粘性減衰定数と残留変形率等価粘性減衰定数と残留変形率等価粘性減衰定数と残留変形率等価粘性減衰定数と残留変形率    等価粘性減衰定数

heq と残留変形率 Rr/Rp は以下のように定義されるもので

ある。 

ピーク時の荷重ピーク時の変形

定常ループの面積

××
=

π
heq

2
 (21) 

ピーク時の変形

残留変形
=pr RR  (22) 

図図図図－－－－6666，図図図図－－－－7777 はそれぞれ等価粘性減衰定数と残留変

形率についてフレーム解析による結果と提案の骨組モデ

ルより算出した結果を比較したものである。この図より

以下のことが指摘できる。等価粘性減衰定数の相関係数

は 0.981，残留変形率の相関係数は 0.955となっており，

両者とも高い相関性を示している。この結果から骨組モ

デルによる結果は，フレーム解析結果を比較的精度よく

再現できていることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.6.6.6.    設計例設計例設計例設計例    

6.16.16.16.1    設計フロー設計フロー設計フロー設計フロー    

耐震性の検査は，式式式式(17)(17)(17)(17)，式式式式(18)(18)(18)(18)，平均減衰の推定

式(式式式式(10)(10)(10)(10))，及び加速度応答スペクトルを用い，図図図図－－－－8888

に示すフローチャートによって行う。 

6.6.6.6.2222    耐震計算法耐震計算法耐震計算法耐震計算法    

①①①①建物諸元建物諸元建物諸元建物諸元 検討に用いた骨組はﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ造

建築物の性能評価型設計施工指針(案)・同解説に掲載さ

れている 7 階建て場所打ち PC 骨組の設計例から，PC 部

分の 2 スパンを取り上げたものである。この骨組はスパ

ン 15m×6m，階高 4m，単位床重量 12kN/m2，有効緊張力

は PC鋼材の降伏強度×0.6とした。また，PC鋼材は上下

対称配置されているものとして取り扱った。スラブの影

響を考慮し，梁の断面二次モーメントを 2 倍とした。表表表表

－－－－7777 に材料諸元，図図図図－－－－9999 に部材断面概要を示す。 

②②②②1111 方向漸増載荷解方向漸増載荷解方向漸増載荷解方向漸増載荷解析析析析 骨組の許容層間変形角は

RA=1/70 に設定する。骨組に 1 方向漸増載荷解析を行い，

代表変形の許容値 DA を算定した。弾塑性解析結果とし

て，図図図図－－－－10101010 に各層の層せん断力－層間変形角関係を，

図図図図－－－－11111111 にベースシア－代表変形関係のグラフを示す。

図中●の点は第3層が許容層間変形角のRA=1/70となった

点を示しており，この時点での代表変形を許容変形とす

ると DA=21.8cm となる。 

③③③③スケルトンカーブの設定スケルトンカーブの設定スケルトンカーブの設定スケルトンカーブの設定 5 節に示した方法を用い

て図図図図－－－－12121212 に示すトリリニア型スケルトンカーブにモデ

ル化をする。これより，初期周期 T1 = 0.76，降伏周期 T2 

= 1.25，許容変形時の等価周期 Teq =1.56 が求まる。 

図図図図－－－－8888    設計フロー設計フロー設計フロー設計フロー    

Yes 

No 

START 

①建物諸元を設定 

③ベースシア Qb－代表変形 Dbのスケルトンカーブを決定 

初期周期 T1，降伏周期 T2，等価周期 Teqの算定 

許容塑性率，代表せん断力の許容値 QA の設定 

⑤応答スペクトルより，必要せん断力 QNを求める 

QA≧QN 

END 

②1 方向漸増載荷解析を行い，代表変形の許容値 DAを設定 

④パラメータ qr，ηg，r と平均減衰 hsの算定 

 コンクリート 鉄筋 PC 鋼材 

材料強度 Fc = 30 σry = 380 σpy = 1600 

ヤング係数 26800 205000 200000 

 

表表表表－－－－7777    材料諸元材料諸元材料諸元材料諸元(N/mm(N/mm(N/mm(N/mm2222))))    
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0
 

1000 
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0
0
0
 

7～6 階 

主筋:8-D25 

5～1 階 

主筋:10-D25 
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1
0
0
0
 

 
2
9
0
 

 
2
9
0
 
 

4
2
0
 

 
3
3
0
 

 
3
3
0
 
 

4
4
0
 

700 

 
1
1
0
0
 

R～6 階 

主筋:4-D25 

PC 鋼材: 4c-6-12.7φ 

 
3
3
0
 

 
3
3
0
 
 

4
4
0
 

700 

 
1
1
0
0
 

5～4 階 

主筋:5-D25 

PC 鋼材: 4c-9-12.7φ 

3～2 階 

主筋:5-D25 

PC 鋼材: 4c-10-12.7φ 

図図図図－－－－9999    部材断面概要部材断面概要部材断面概要部材断面概要    
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heq(フレーム解析)(%) 
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図図図図－－－－6666    等価粘性減衰定数の相関等価粘性減衰定数の相関等価粘性減衰定数の相関等価粘性減衰定数の相関    図図図図－－－－7777    残留変形率の相関残留変形率の相関残留変形率の相関残留変形率の相関    

-527-



④④④④パラメータ，平均減衰の算定パラメータ，平均減衰の算定パラメータ，平均減衰の算定パラメータ，平均減衰の算定 図図図図－－－－13131313 に示す機構

時の降伏ヒンジ発生部材より，骨組のプレストレスレベ

ル ηg = 0.107，普通鉄筋の鋼材係数 qr = 0.032，パラメー

タ r = 0.364 が求まる。 

これらの解析結果より，式式式式((((10101010))))の推定式を用いて平

均減衰を算出する。 

40.0)107.0032.066.1/()107.0032.066.1( 2 =+×+×=α

   32.2)76.0/25.1364.0/(4.1 =×=β  

109.005.0
32.2)21.066.1(

)21.066.1(40.038.0
=+

+−
−⋅×

=sh  

減衰補正係数(Fh)は次式により算定した。 

718.0)101(5.1 =+= sh hF  

⑤⑤⑤⑤必要せん断力必要せん断力必要せん断力必要せん断力 検討には建築基準法施行令 82 条 6

に準拠した工学的基盤における減衰が 5%の加速度応答

スペクトルを用いた。本検討における対象地盤は第 1 種

地盤とし，地盤増幅係数(Gs)を略算法により算出した。

この加速度応答スペクトルより応答加速度(SA)を以下の

ように算出した。 

gal7.31856.1/718.035.1512

/512),(

=××=

××= eqhsseqA TFGhTS
 

必要せん断力(QN)は以下のように求まる。 

kN3834100/7.3181203 =×=×= AN SmQ  

QN < QA = 4004 kN ------ OK 

ここに，m : 有効質量= ( ) 22 ∑∑ ⋅⋅ iiii mm δδ =1203ton 

図図図図－－－－14141414，図図図図－－－－15151515 はそれぞれ検討に用いた骨組のベー

スシア Qb－代表変形 Db関係，等価粘性減衰定数 heq－塑

性率 μ 関係について，フレーム解析の結果と提案の骨組

モデルによる計算結果を比較検討したものである。この

図より提案モデルは実建物にも適用が可能で，比較的適

合性が高いといえる。 

 

7777. . . . まとめまとめまとめまとめ    

部材の復元力特性モデルの概要を示し，このモデルを

用いた応答解析結果をもとに平均減衰の推定式を提案し

た。6 層のキ型フレームに対する正負交番解析を行い，

提案の骨組モデルによる結果との比較を 132 ケースにつ

いて行った。その結果，このモデルは履歴性状，等価粘

性減衰定数，残留変形率について，比較的精度よくフレ

ーム解析結果を再現可能なことを示した。設計例を通し

て，提案の骨組モデルが実建物に対して適用可能である

ことを示した。 
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図図図図－－－－13131313    降伏ヒンジ発生状況降伏ヒンジ発生状況降伏ヒンジ発生状況降伏ヒンジ発生状況    
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図図図図－－－－14141414    履歴性状の比較履歴性状の比較履歴性状の比較履歴性状の比較    
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図図図図－－－－15151515    等価粘性減衰定数の比較等価粘性減衰定数の比較等価粘性減衰定数の比較等価粘性減衰定数の比較    
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図図図図－－－－10101010    層せん断力層せん断力層せん断力層せん断力----層間変形角関係層間変形角関係層間変形角関係層間変形角関係    
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図図図図－－－－11111111    ベースシアベースシアベースシアベースシア----代表変形代表変形代表変形代表変形関係関係関係関係    
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図図図図－－－－12121212    スケルトンカーブスケルトンカーブスケルトンカーブスケルトンカーブ    
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